
消費者市民社会の形成に向けた事業者のあり方
公益社団法人消費者関連専門家会議 専務理事 坂倉 忠夫

消費者市民社会とは、消費者が主役の社会であり、実現のためには消費
者、消費者関連団体、事業者、事業者団体、行政など各主体が連携・協働
して作り上げていくものです。消費者市民社会の形成に向けて、事業者は
「企業市民」として社会と共存し、消費者とのコミュニケーションを深化
させ信頼関係を構築し、消費者と事業者が共創して持続可能な社会を構築
していくことが必要です。

消費者市民社会において、消費者には、消費者市民として主体的に行動し、消費を
通して地域や社会の課題を解決することが期待されます。

事業者の消費者対応は、以前は苦情や不満への対応やお困りごとの解決が中心で
した。しかし今日では、消費者市民社会に向け一歩進んで、消費者の声を商品・
サービスに活かすとともに、わかりやすい情報提供などにより消費者を困らせない、
能動的なコミュニケーションが求められています。
一方、消費者は事業者に適切な意見を申し出るとともに、エシカル消費など責任

ある消費行動により事業者を育て社会を変えていくことが望まれます。

「企業市民」としての役割

そのベースとして必要なのが消費者と事業者の
双方向のコミュニケーションの深化です。これは、
事業者の消費者志向経営の一番の基盤となるもの
であり、事業者が消費者志向経営を推進すること
は、消費者市民社会の形成に繋がるのです。

持続可能な社会に向け、消費者と事業者が協力していく
ことが必要です。SDGs（持続可能な開発目標）の目標12
「持続可能な消費と生産のパターンを確保する ～つくる
責任 つかう責任」などは、まさに全ての消費者と事業者に
よる共創が不可欠な目標です。

一方、事業者には、利益の追求だけではなく事業者の
社会的責任を自覚し、社会を構成する一員として、コン
プライアンスを遵守し社会的責任を果たしながら持続可
能な社会に向け貢献していくという、「企業市民」とし
ての行動が求められます。「企業市民」とは、事業者が
利益を追求する以前に、良き市民としての義務を果たす
べきであるとする考え方です。

消費者と事業者の双方向のコミュニケーション



以前の消費者教育は消費者被害から消費者を保護するための
教育が中心でしたが、消費者市民社会に向けては、消費者が主
役となって選択・行動できるよう消費者市民を育むための教育
が必要となります。そのためには、各主体が連携してライフス
テージにあわせた消費者教育を行っていかねばなりません。

事業者に求められる消費者教育

事業者も、消費者教育の担い手として、商品・サー
ビスの正しい使い方等の啓発はもちろんのこと、地域
の消費者教育への参画、さらには、従業員も一消費者
であるという視点から従業員に向けての消費生活教育、
消費者市民の声に応える「企業市民」を育む教育など
の実施が望まれます。
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事業者や団体の消費者関連部門の責任者、担当者で構成する公益社団
法人消費者関連専門家会議（ACAP）では、ビジョンとして「消費者志向
経営を推進し消費者市民社会の実現をめざす消費者志向事業者団体」を
掲げ、事業者と消費者の信頼関係構築に努めるとともに、消費者市民社
会の実現に向けて消費者啓発活動を行っています。

公益社団法人消費者関連専門家会議（ACAP）による
消費者市民社会の形成に向けた消費者啓発の取り組み

１. ACAPくらしの安全カレンダー
くらしの中で使われる製品は、気候や季節行事

などと連動して、使われ始める時期、使用頻度の
高い時期に事故が増える傾向があります。そこで
ACAPでは2020年から、事業者のお客様相談室の
窓口担当者に向け、事前に知っていてほしい事故
情報をまとめた掲示型カレンダーを作成しました。
職場に掲示していただくことで、「２月はこうい
う事故が起きやすいんだ」など、事故への感度や
知識向上、事故の未然防止に貢献できると考えて
います。

例えば、３月は歯磨きの事故への注意呼び掛
けを行うため、事故前の日常の光景をイラスト
化し、わかりやすいキャッチコピーで見た人の
目を引くようにしました。カレンダー内には、
よく起こりやすい事故ごとにQRコードを付け、
国民生活センターや製品評価技術基盤機構
（nite）のホームページに掲載の注意喚起情報
にアクセスできるようにしています。
※ACAP会員企業へは３ヵ月ごとに発信しており、一部消費生活センターにも配布しております。
（ACAPホームページにて公開中、ダウンロード可）

https://www.acap.or.jp/activity/enlightenment/calendar2019/



２．ACAP消費者啓発資料常設展示コーナー
ACAP会員企業・団体が作成する消費者啓発資料を展示・配布する「ACAP消費者

啓発資料常設展示コーナー」を、消費生活センターや大学に開設しています。
このコーナーでは、ＡＣＡＰ会員企業・団体が作成した暮らしに役立つ情報満載の

冊子やパンフレットなどが展示されており、無料でお持ち帰りいただけます。資料に
は、商品やサービスの正しい使い方や選び方、製品の基礎知識から生活提案まで、賢
い消費者になるための役立つ情報が満載です。現在、約60種類の資料の提供が可能
で、各設置場所にて選択してご利用いただいています。

https://www.acap.or.jp/activity/enlightenment/displaycorner/

※現在、全国51ヵ所で開設しています。一部のコーナーでは「ACAP消費者の声を活かした
製品・パネル展示」も行っています。現在設置されている場所のご紹介や開設のご案内は、
ACAPホームページに掲載しています。

３．バーチャル工場（施設）見学

https://www.acap.or.jp/activity/enlightenment/virtualfactory/

４．ACAP消費者問題に関する「わたしの提言」
消費者問題に対する社会的関心を高めるため、1985年より毎年実施している、消

費者問題に関する論文募集です。最優秀作品には「内閣府特命担当大臣賞」が授与さ
れます。

https://www.acap.or.jp/activity/enlightenment/teigen/

ACAPでは、この他にも、省庁や地方公共団体などが主催する消費者展
への協力、大学と連携した単位認定講座の実施や行政等からの依頼に応じ
た講師派遣など、幅広い消費者啓発活動を行っています。

日々の暮らしの中で身近にあるものがどのようにつくられているのか、その生産現
場をインターネットを通じて工場見学の疑似体験ができる「バーチャル工場（施設）
見学」をACAPホームページ内に設けています。
このサイトでは、さまざまな業種のACAP会員企業へのリンクを掲載しています。

工場や施設に直接足を運ばなくても、教育現場や家庭で、手軽に生産現場での「もの
の成り立ち」を学ぶことができます。
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